
日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修補助金

第1号様式(第8条関係)

年　月　日

事前相談票

□ 木造住宅耐震診断 □ バリアフリー改修工事

□ 木造住宅耐震改修工事 □ 太陽光発電システム付属耐震改修

□ 断熱改修工事

日野市

建築年月 　　　　年　　月 延床面積
建物
全体

㎡
居住
部分

㎡ 規模 階

住宅の構造 □ 木造 □ その他： 土地面積 ㎡ 高さ ｍ

建物の用途 □ 専用住宅 □ 併用住宅 □ 集合住宅

住宅所有形態 □ 単独所有 □ 共有 □ その他（ ）

土地の所有者 □ 建物所有者と同じ □ 建物所有者以外

□ なし □ あり（ ）

施工予定業者 業者名

住　所

電　話

着手(契約)日

※下記に同意した場合、世帯全員（同居予定者も含む）の市税を滞納していないことを証明する書類は

不要となります。なお複数の世帯で居住される場合は、全世帯主の同意が必要となります。

＜市税納付状況調査の確認同意書＞

上記の申請にあたり、私及び世帯全員の市税納付状況を調査することについて同意します。

なお、調査することについては、裏面に記載した世帯全員の了解を得ています。

上記の申請者

署名

生年月日

（裏面あり）

電話番号

補助金種別
（該当全てにチェッ
ク）

他の利害関係者
の有無

年　　　月　　日(予定)

相談者
(住宅の所有者)

住宅の所在地

住所

氏名



市税滞納状況調査をする対象住宅に居住する世帯全員の氏名、所在地、生年月日

事前相談票の添付書類（別表第１）

建物建築年月日が確認できる下記のいずれかの書類

□ 建築確認済証の写し

□ 建築検査済証の写し

□ 建物登記簿謄本（建物全部事項証明書）

□ 固定資産評価額証明書（名入れ）

住宅の所有者が確認できる下記のいずれかの書類

□ 建物登記簿謄本（建物全部事項証明書）

□ 固定資産評価額証明書（名入れ）

□ 家屋所在証明書

□ 世帯全員（同居予定者も含む）の市税を滞納していない証明書（非課税証明書を含む）

ただし、申請者及び世帯全員の市税納付状況を調査することに同意した場合は除く。

□ 家屋及び土地所有者の同意書（共有名義又は借地の場合のみ）

【バリアフリー改修工事の場合】

身体機能の低下が分かる下記のいずれかの書類

□ 住民票の写し等、高齢者の年齢が分かるもの

□ 介護保険又は身体障害等を受けている支援が分かるもの

□ その他身体機能の低下が分かるもの

所在地 生年月日氏名



日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修補助金

参考様式

年　月　日

（あて先）

　日野市長

住所

氏名

同意書

　私が所有する建物に関して、下記の者が日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修工事補助金に

関する交付申請その他の手続き全てを行うことを同意します。

記

日野市

同意する者の
住所

同意する者の
氏名

住宅の所在地



日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修補助金

第2号様式(第9条関係)

年　月　日

（あて先）

　日野市長

申請者 住所

氏名

電話

　交付申請書

　日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修工事補助金の交付を受けたいので、日野市住宅耐震化及び

住宅ストック改修工事補助金交付要綱第9条の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

日野市

円

□ 木造住宅耐震診断 □ バリアフリー改修工事

□ 木造住宅耐震改修工事 □ 太陽光発電システム付属耐震改修

□ 断熱改修工事

施工業者 業者名

住　所

電　話

着手(契約)日

添付書類

□ 補助対象工事の見積書

（見積書の総額が補助対象事業の見積額でない場合は、対象項目を明示すること）

□ 耐震診断結果の写し(現状及び改修補強案）

※木造住宅耐震診断補助金を受けその改修補強案のとおり工事を実施する場合は不要

□ 施工箇所がわかる図面

□ 施工箇所がわかる写真

□ 太陽光発電システムを設置予定である旨の確認書

□ 断熱等性能等級４の性能を有することが分かるカタログ等

※太陽光発電システム加算を受ける場合は改修補強案に設置を想定した補強であることを明記する
こと

交付申請額

住宅の所在地

補助金種別
（該当全てに
チェック）

年　　　月　　　日(予定)



日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修補助金

参考様式

年　月　日

（あて先）

　日野市長

申請者 住所

氏名

電話

　消費税仕入税額控除確認書

　日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修工事補助金の下記の補助金交付申請における補助対象経費

に含まれる消費税額については、消費税額及び地方消費税額の仕入税額控除を行いませんので、消費

税額を補助対象経費に含めて申請します。

　記

日野市

仕入税額控除を □ １．消費税法における納税義務者でない。

行わない理由 □ ２．消費税の免税事業者であり、かつ課税事業者を選択していない。

□ ３．簡易課税事業者である。

□ ４．上の１から３に該当しないが、補助対象経費に係る消費税については、

　　控除対象仕入税額に算入しない。

住宅の所在地



日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修補助金

参考様式

年　月　日

（あて先）

　日野市長

申請者 住所

氏名

電話

委任状

　日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修工事補助金に関して、下記のとおり権限を代理人に

委任します。

記

日野市

□ 日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修工事補助金の交付に関する手続き

□ 日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修工事補助金に関する通知の受領

□ 補助対象事業の発注、見積書又は請求書の受領その他施工業者との手続き

□ 日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修工事補助金の請求及び受領

※法人にあっては、住所は主たる事務所の所在地、氏名は名称及び代表者の氏名を記載

代理人の住所※

代理人の氏名※

住宅の所在地

権限を委任する事
項



日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修補助金

参考様式

年　月　日

（あて先）

　日野市長

申請者 住所

氏名

電話

太陽光パネル設置予定確認書

　日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修工事補助金に関して、太陽光パネルの設置予定は

下記の通りです。

記

日野市

□ あり □

施工業者 業者名

住　所

電　話

確認書の添付書類（別表第１）

パネル設置に関する補助金申請中である旨が確認できる下記のいずれかの書類

□ 申請受領に関する電子メール等の文書(電子申請の場合)

□ 申請書類の写し(電子申請以外の場合)

□ 申請書類を発送したことが分かる郵便記録(電子申請以外の場合)

※交付申請時に添付できない場合は、実績報告提出時に提出すること

住宅の所在地

設置完了時期 　　　　　年　　　　月（予定）

都補助金の申請
予定の有無

なし

【なしを選択した場合申請しない理由を記載。添付書類は不要。】



日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修補助金

第3号様式(第10条関係)

　　　　第　　　号

年　月　日

様

日野市長

　　交付決定通知書

　交付申請のあった件について、日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修工事補助金交付要綱第10条

の規定により、下記のとおり交付を決定したので通知します。

　　記

日野市

円

円

□ 木造住宅耐震診断 □ バリアフリー改修工事

□ 木造住宅耐震改修工事 □ 太陽光発電システム付属耐震改修

□ 断熱改修工事

交付条件

(1) 補助対象事業完了後、速やかに当該住宅を居住の用に供すること。

(2) 補助対象事業以外の用途に使用しないこと。

上記(1)に反するとき、偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき、その他この

(3) 要綱の規定に違反したときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことがあること。

(4) 補助金交付決定通知以降の各手続きは、遅滞なく処理すること。

(6) 補助対象事業の完了後、速やかに完了報告書を提出すること。

(7) 市長若しくはその委任を受けた者又は監査委員の監査に応じること。

当該補助金に係る消費税仕入控除を行う場合は、補助金の額の確定又は消費税の申告後におい

(8) て清算減額又は変更を行うこと

補助を受けて効用を増加した財産又は状態を補助対象事業工事後10年以内に補助金の交付目的

に反して使用し,譲渡し,交換し,貸し付け,担保に供し,改変し,又は取り壊そうとするときは、

(9) あらかじめ市長の承認を得ること。

(10) 疑義が生じた場合には、その都度協議すること。

(11) その他この要綱の規定を遵守すること。

補助金種別
（該当全てに
チェック）

住宅の所在地

交付決定金額

補助対象経費とな
る工事費



日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修補助金

第4号様式(第10条関係)

　　　　第　　　号

年　月　日

様

日野市長

不交付決定通知書

　交付申請のあった件について、日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修工事補助金交付要綱第10条

の規定により、下記の理由により不交付を決定したので通知します。

記

１ 不交付決定の理由

２ その他



日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修補助金

第5号様式(第11条関係)

年　月　日

（あて先）

　日野市長

被交付決定者 住所

氏名

電話

　交付決定を受けた補助対象事業について、下記のとおり内容を変更したいので、関係図書を添えて

届け出ます。

記

日野市

円

□ 木造住宅耐震診断 □ バリアフリー改修工事

□ 木造住宅耐震改修工事 □ 太陽光発電システム付属耐震改修

□ 断熱改修工事

変更の内容

変更の理由

　添付書類

□ 変更内容が分かる図面

□ 変更内容が確認できる見積書

□ その他変更に係る書類

住宅の所在地

補助金種別
（該当全てに
チェック）

変更届出書

交付決定金額



日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修補助金

第6号様式(第11条関係)

年　月　日

（あて先）

　日野市長

被交付決定者 住所

氏名

電話

変更又は中止承認申請書

変更 したいので

　申請します。

記

日野市

□ 木造住宅耐震診断 □ バリアフリー改修工事

□ 木造住宅耐震改修工事 □ 太陽光発電システム付属耐震改修

□ 断熱改修工事

変更又は中止の

内容

変更又は中止の

理由

交付決定額 円

変更交付申請額 円

　添付書類

□ 変更内容が分かる図面

□ 変更内容が確認できる見積書

□ その他変更に係る書類

補助金変更交付の
内容

補助金種別
（該当全てに
チェック）

　交付決定を受けた補助対象工事について、下記のとおり補助対象事業を

住宅の所在地



日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修補助金

第7号様式(第11条関係)

　　　　第　　　号

年　月　日

様

日野市長

変更又は中止承認通知書

　申請のあった変更又は中止承認申請書について、日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修工事

補助金交付要綱第11条の規定により、下記のとおり承認したので通知します。

記

日野市

円

□ 木造住宅耐震診断 □ バリアフリー改修工事

□ 木造住宅耐震改修工事 □ 太陽光発電システム付属耐震改修

□ 断熱改修工事

交付条件

(1) 補助対象事業完了後、速やかに当該住宅を居住の用に供すること。

(2) 補助対象事業以外の用途に使用しないこと。

上記(1)に反するとき、偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき、その他この

(3) 要綱の規定に違反したときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことがあること。

(4) 補助金交付決定通知以降の各手続きは、遅滞なく処理すること。

(6) 補助対象事業の完了後、速やかに完了報告書を提出すること。

(7) 市長若しくはその委任を受けた者又は監査委員の監査に応じること。

当該補助金に係る消費税仕入控除を行う場合は、補助金の額の確定又は消費税の申告後におい

(8) て清算減額又は変更を行うこと

補助を受けて効用を増加した財産又は状態を補助対象事業工事後10年以内に補助金の交付目的

に反して使用し,譲渡し,交換し,貸し付け,担保に供し,改変し,又は取り壊そうとするときは、

(9) あらかじめ市長の承認を得ること。

(10) 疑義が生じた場合には、その都度協議すること。

(11) その他この要綱の規定を遵守すること。

補助金種別
（該当全てに
チェック）

住宅の所在地

交付決定金額
（変更後）



日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修補助金

第8号様式(第11条関係)

　　　　第　　　号

年　月　日

様

日野市長

変更又は中止不承認通知書

　申請のあった変更又は中止承認申請書について、日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修工事

補助金交付要綱第11条の規定により、下記のとおり不承認となりましたので通知します。

記

日野市

交付決定額 円

□ 木造住宅耐震診断 □ バリアフリー改修工事

□ 木造住宅耐震改修工事 □ 太陽光発電システム付属耐震改修

□ 断熱改修工事

不承認の理由

その他

交付決定金額

住宅の所在地

補助金種別
（該当全てに
チェック）





日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修補助金

第9号様式(第15条関係)

年　月　日

（あて先）

　日野市長

被交付決定者 住所

氏名

電話

完了報告書

　交付決定を受けた補助対象事業が下記のとおり完了しましたので、関係図書を添えて報告します。

記

日野市

円

□ 木造住宅耐震診断 □ バリアフリー改修工事

□ 木造住宅耐震改修工事 □ 太陽光発電システム付属耐震改修

□ 断熱改修工事

工事期間 年 月 日から 年 月 日まで

　添付書類

＜全ての補助対象事業＞

□ 領収書の写しその他費用の支払いを証する書類

補助対象事業の期間が確認できる以下のいずれかの書類

□ 契約書の写し

□ 事業の着手及び完了日が分かる日付け入りの写真

補助対象事業完了後、居住の用となることが分かる以下のいずれかの書類

□ 住民票の写し

※木造住宅耐震診断の場合で継続して木造住宅耐震改修工事の補助金を受ける場合は除く。

□ 居住の用とするための事業者との契約その他関連する書類

＜木造住宅耐震診断＞

□ 耐震診断結果報告書の写し

□ 耐震強度が不足する場合には一般財団法人日本建築防災協会「木造住宅の耐震診断と補強

方法」に定める一般診断法又は精密診断法による上部構造評点を1.0以上にする耐震改修

補強案の写し

□ その他市長が必要と認める書類

＜木造住宅耐震改修工事、バリアフリー改修工事、断熱改修工事＞

□ 施工箇所の工事中、改修後の写真（申請時の番号で統一表示）

□ その他市長が必要と認める書類

＜太陽光発電システム加算＞

□ 太陽光パネル設置予定確認書の添付書類(交付申請時に提出していない場合)

交付決定金額

補助金種別
（該当全てに
チェック）

住宅の所在地



日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修補助金

第10号様式(第16条関係)

　　　　第　　　号

年　月　日

様

日野市長

交付額確定通知書

　下記のとおり交付決定通知を行った補助対象事業について提出された完了報告書を審査した結果、

下記のとおり補助金額を確定しましたので、日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修工事補助金

交付要綱第16条の規定により、通知します。

　つきましては、同要綱第17条による請求書（第11号様式）により、請求書をご提出ください。

記

年 月 日付け 号

日野市

円

□ 木造住宅耐震診断 □ バリアフリー改修工事

□ 木造住宅耐震改修工事 □ 太陽光発電システム付属耐震改修

□ 断熱改修工事

補助金の交付方法

補助金は、請求書に記載された指定口座に振り込みます。

その他条件

太陽光発電システム加算の交付を受けた場合、太陽光発電システムの設置について速やかにご検討
ください。

交付額確定金額

補助金種別
（該当全てに
チェック）

住宅の所在地

交付決定の番号等 第



日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修補助金

第11号様式(第17条関係)

（あて先）

日野市長

被交付決定者

住所

氏名

電話

請求書

　下記のとおり交付額確定を受けた補助対象事業について、日野市住宅耐震化及び住宅

ストック改修工事補助金交付要綱第17条の規定により、下記のとおり請求します。

記

年 月 日付け 号

日野市

　なお、上記の補助金は、次の口座に振り込むようお願いします。

口座名義（カナ）

振込先金融機関

口座番号 預金区分

記号 1 0

↓店番・口座番号の記載のある方のみご記入ください。

交付額確定の番
号等

請求金額 円

番号ゆ
う
ち
ょ

銀
行 店番 口座番号

普通・当座

ゆ
う
ち
ょ

銀
行
以
外

の
金
融
機
関

年　月　日

銀行
信金・信組
農協

本店
支店

第

住宅の所在地



日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修補助金

第12号様式(第18条関係)

　　　　第　　　号

年　月　日

様

日野市長

　交付決定取消通知書

　下記の交付決定については、日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修工事補助金交付要綱第18条の

規定に基づき、下記の理由により補助金交付を取り消します。

　記

年 月 日付け 号

日野市

円

□ 木造住宅耐震診断 □ バリアフリー改修工事

□ 木造住宅耐震改修工事 □ 太陽光発電システム付属耐震改修

□ 断熱改修工事

円
取消し又は返還を求
める補助金額

補助金返還期日 　　　　年　　月　　日

取消理由

補助金種別
（該当全てにチェッ
ク）

住宅の所在地

交付決定金額

交付決定の番号等 第



日野市住宅耐震化及び住宅ストック改修補助金

第13号様式(第21条関係)

年　月　日

（あて先）

　日野市長

被交付決定者 住所

氏名

電話

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書

　下記のとおり交付額確定を受けた補助対象事業に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額に

ついて、下記のとおり報告します。

記

年 月 日付け 号

日野市

円

円

（消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税額に係る仕入控除税額）

　添付書類

□ 消費税及び地方消費税額に係る仕入控除税額に係る確定申告の写し

（確定申告後に修正を行った場合にはその修正申告の写し等）

□ 消費税及び地方消費税額に係る仕入控除税額の積算内訳等　

交付額確定額

要補助金返還額

交付決定の番号等 第

住宅の所在地


